
※ 「コミュニティの総合窓口」である地域支援部や、公民館などを中心に、市が、コミュニティに対し、どのような形でどのような支援を行っていけばよいか


○ 望ましい支援体制


・地域支援部（地域振興課、地域支援課／公民館、市民センター）


・その他の部局（区役所各課、各局）





○ 支援を行う内容


・校区担当職員


・公民館





○ 施設（ハード）としての公民館


・今後、どのような形での活用が考えられるか


・活用にあたって、どのような設備（事務機器、その他）が必要となるか


－自治協議会、自治会・町内会など、地域が負担すべきものは


－市が負担すべきものは





○ その他、活動の場の確保


・公民館のほかに活用が考えられる施設としては、どのようなものがあるか


－公共施設：学校　など


－民間施設：マンションの集会所、企業・福祉施設の会議室　など








 ３　コミュニティ活動の場を確保するための方策





















































 ４　コミュニティ活動の支援のあり方





○ 活動を担う人材の不足の解消


・有効な取り組みとしては、どのようなものがあるか


・自治協議会、自治会・町内会は、どのような取り組みを行っているか


　また、今後はどのような取り組みを行うことが考えられるか


・市が行う取り組みとしては、どのようなものが考えられるか








○ 住民の自治意識の希薄化、活動への参加者減少・固定化への対応


・有効な取り組みとしては、どのようなものがあるか


・自治協議会、自治会・町内会は、どのような取り組みを行っているか


　また、今後はどのような取り組みを行うことが考えられるか


・市が行う取り組みとしては、どのようなものが考えられるか





○ 自治会・町内会への加入促進


・有効な取り組みとしては、どのようなものがあるか


・自治協議会、自治会・町内会は、どのような取り組みを行っているか


　また、今後はどのような取り組みを行うことが考えられるか


・市が行う取り組みとしては、どのようなものが考えられるか








 １　住民の自治意識を醸成するための方策





















































 ２　人材の育成・確保に向けた方策





 ◆ 「コミュニティ活動の環境づくり」の論点
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